

























Community-Contributing Companies in Yokohama






















































































































































































































































































































㈲エンター プライズサービス 経理の記帳代行業 南区
河本開発工業㈱ 建設業 金沢区
㈱佐藤薫工務店 総合建築工事業 港南区
㈱春峰園 造園業 金沢区
㈱誠昌建設 総合建設業 保土ヶ谷区
表６　2010（平成22）年度の第１回認定企業　
社　 　　名
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根本建設㈱ 総合建設業 港南区
㈱八雲堂 事務機器販売およびメンテナンス業 磯子区
高尾工業㈱ 総合建設業 戸塚区
㈱通信設備エンジニアリング 建設業 神奈川区
㈱筒見工務店 総合建設業 鶴見区
㈱日建産業 建設業 緑区
2010年度の第２回分は、2011年３月に審査され、表彰されることにな
っており、以上がこれまで認定（あるいは再認定）された企業のリスト
である。いまだ100社を越えるものにすぎないが、おそらくは着実に増え
ていくものと期待している。なお、再認定されなかった企業が３社あり、
このリストから削除している。
５．認定企業の事例
以下の数社の企業は認定企業紹介のパンフレットから要約している。
①横浜植木株式会社
同社は1891（明治24）年に創業され、現在、南区にある従業員数134
人の中小企業で、主な業種は種子育苗、園芸用資材等の卸売・小売業で
ある。代表者は、渡邊宣昭社長である。同社の特徴的な取組みとして、
１つめは自社のCSR活動を「ナーセリー（Nursery）活動」（植える、育
てる、はぐぐむ）と名づけて実施し、２つめは「横浜にトンボを育てる
会」に積極的に参加する。３つめは文化芸術活動に資金および会場を提
供する、などがあげられる。
② 株式会社大川印刷
同社は1881（明治14）年に創業され、現在従業員41人の中小企業で、
代表者は大川哲郎社長である。主な業種は印刷業で、現在は戸塚区上矢
部町に本社を構えている。同社は基本理念である「情報産業の中核とし
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丸忠建工㈱ 産業廃棄物処理業 鶴見区
㈱ライフ・コア横浜 水道施設工事業 港南区
て信頼に応える技術力と喜びを分かち合える『ものづくり』の実現」に
向けて、よき明日を創る５つの指針である「大川スピリット」を全社員
が意識して活動している。
特徴的な取り組みとしては、「ソーシャルプリンティングカンパニー」
を掲げ、本業を通じた社会貢献を目指して、ISO9001や14001を取得した
り、高齢者・障がい者を意識したユニバーサルデザイン製品の提供、独
自の「エコライン」としてグリーン購入（2005年には第８回グリーン購
入大賞を受賞）、また、毎年地元の小学校から工場見学やインターンシッ
プなどの受入れを行っている。
③ ニッパツ（日本発条株式会社）
1939（昭和14）年に創業され、金沢区福浦に本社を構え、本社及び横
浜事務所の従業員1,216人の大規模企業で、主な事業は自動車用懸架（け
んが）ばね・シートの製造・販売である。代表者は、天木武彦社長、企
業理念のなかに、「豊かな社会の発展に貢献する」とうたわれており、業
界他社に先がけて地球環境への取り組み、長年にわたる地域貢献など、
多くの活動が定着している。
その他の特徴的な取り組みとして、１つめは地元大学との産学連携包
括協定の締結、２つめは三ツ沢球技場のネーミングライツ契約およびサ
ッカー教室の開催、３つめは横浜市大病院への車椅子の寄贈、４つめは
特例子会社の設置による障がい者の積極雇用、５つめはマザー・ヘルプ
デスクの開設など、育児と仕事の両立支援などがあげられる。
④ 株式会社紅梅組
1946（昭和21）年に創業し、現在西区に本社を構える従業員95人の中
小企業で、主な業種は総合建設業である。代表者は村田幸男社長で、横
浜の中堅建設会社として地域とともに発展してきた企業である。最近は
屋上緑化、建物の耐震化、外断熱化工事など、環境に配慮したリフォー
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ム事業も行っている。
同社の特徴的な取り組みとして、１つめはインターンシップの受入れ、
２つめは自社施設を投票所として開放、３つめは防犯子供110番活動、な
どがあげられる。
⑤ 株式会社富士通ワイエフシー
同社は、神奈川区栄町に本社を構える従業員342人の情報処理サービス
企業で、1966（昭和41）年に設立された。代表者は宮浦完次社長で、経
営理念は「地域のお客様に世界一のITソリューションを提供し続ける企業
を目指す」となっている。同社は医療機関向けシステム運用の監視やデー
タセンターサービス、システムインテグレーション分野で世界№１レベル
のソリューション提供を目指している。それらを実現すべく、ES向上施
策の一環としてワークライフバランスの推進に積極的に取り組むなど、働
きやすい職場であることが企業の活性化につながると考えている。
特徴的な取り組み例としては、日本テレワーク協会による「テレワー
ク推進賞優秀賞の３年連続受賞」、「地元６大学との産学連携の実施」、
「地元青木町町内会と災害時の給水契約」「静脈認証など高度なセキュリ
ティ施策の実施」などがあげられる。
⑥ 日総ぴゅあ株式会社
2007（平成19）年の設立、港北区に本社をかまえる従業員数68人（う
ち、障がい者52人）の中小企業である。同社は日総工産の障がい者雇用
の特例子会社として設立され、障がい者による事務・軽作業の業務請負
や特定派遣、手作り飲料・食品の製造販売を行っている。
代表者は宇田川利保社長、経営理念は、「ぴゅあは常に障がい者と一緒
に<キャッチドリーム>を胸に抱き、〈スマイル＆ラブ〉の精神で彼らが仕
事を通じて将来に希望が持て自己実現できる舞台を提供し続けることを
企業運営の基本理念とし、そして個人としての<夢の実現>を目指す」に
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なっている。
実際に、障がい者社員の中長期育成計画に基づく人事制度、能力開発
制度を設けており、日常の業務指導はジョブコーチを中心とした指導員
により、ていねいに行われている。また、障がい者社員を、業務単位で
直接指導育成しながら、業務を推進する現業社員のリーダーやサブリー
ダーを登用している。さらに、現在のCSRの基本活動のテーマを「共成」
と「Shake Together」として地域社会への貢献に努めている。
①と②は、100年をはるかに越えるよく知られた「長寿企業」であり、
長年にわたって横浜の歩みをみてきた。①は、環境や文化活動を重視し
ている。そして②は、環境と雇用などの面から地域貢献に注力している。
これに対して、③と④は、第２次世界大戦前後に設立された企業であり、
社歴は60〜70年になっている。③は、横浜に本社がある大企業の事例で
あり、環境対応のほか、多様な地域貢献を行っている。④は、総合建設
業であり、環境対応に配慮している。
また、⑤と⑥は、比較的新しい企業であり、とくに⑥は、日総工産の
特例子会社として2007（平成19）年の設立である。この⑥は、障がい者
雇用に注力した活動を展開している。これに対して、⑤は、情報処理サ
ービス業としてのポテンシャルを生かしつつ、人事・労務に配慮した
CSRを展開している。IT化の進展のなかで、横浜の地においても情報処
理に関する産業が成長してきたことが知られているが、⑤もその典型的
な事例となるし、⑥は障がい者雇用を推進すべきという社会的背景のも
とで活動を展開している。
今後の問題としては、認定企業の検討・分析をすすめて、どのような
ことを行っている企業が認定されているのか、認定企業にはどのような
タイプがあるのかを明らかにしていく必要がある。横浜型地域貢献企業
の「横浜型」には、いくつかの意味が想定されるが、ここで述べたこと
も横浜型の意味になるであろう。
99
齊藤　横浜型地域貢献企業の現状　― 横浜産業学の構築にむけて ―
６．おわりに
横浜型地域貢献企業認定制度がスタートして、ほぼ４年が経過するこ
とになった。全国的にみても先駆的な試みであり、慎重な検討のもとに
制度化したとしても、経験を積み重ねながらの試行錯誤も当然のことと
して覚悟しなければならない。行政の外郭団体が認定しているといって
も、第３者的な観点からみると、行政が認定したと考えるのが妥当であ
り、試行錯誤のなかから手直しや改善を行っていくほかない。
そして、なによりもこの制度を継続させ、発展させることが大切であ
る。行政の施策のなかには、数年間で終了してしまうものもみられるが、
この制度については、長期のものとして続けていくことが重要になる。
企業の活動は、発展するにつれて創業や立地の地域を越えていくという
特徴をもっているが、「地域を愛し、地域に愛される企業」を横浜という
地域で増やしていくことは大切であり、そのための行政の支援は当然の
ことながら必要となる。
現在はこの制度の定着・浸透をはかり、多くの企業に応募してもらい、
認定企業を増加させることが課題になっている。時代はSRであり、これ
がトレンドであることを横浜の多くの企業に理解してもらうことが必要
である。
＜参考資料＞
・ 齊藤毅憲監修、横浜市中小企業指導センター著『横浜の元気な会社
101社』、明日香出版、1997年
・ ―――『横浜産業学の提唱』（報告書、横浜市大研究戦略プロジェクト
研究）、2006年
・ ――― 監修、横浜市中小企業指導センター著『横浜市における優れた
事業モデルを有する企業の調査活動――ITクラスターの形成をめざし
て――』（報告書、横浜市大研究戦略プロジェクト・地域貢献推促進費
研究）、2006年
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・ ――― 監修『障害者雇用と企業』（報告書、横浜市大研究戦略プロジ
ェクト・地域貢献促進費研究）、2007年
・ ――― 監修『横浜産業のルネサンス』、学文社、2007年
・ ――― 監修『横浜の産業とマチづくり』、学文社、2008年
・ ――― 監修『横浜：都市創造ビジョンの構築－開港150年を記念し
て－』、学文社、2010年
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